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原 告  函 館 市 

被 告   国   ほか１名 

 

準 備 書 面 ⒆ 

 

２０１６（平成２８）年１０月１８日 

 

東京地方裁判所民事第２部合 B係御中 

 

原告訴訟代理人 

弁護士  河  合   弘  之 ほか  

 

 本準備書面は，原子力規制委員会「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方

について」平成２８年８月２４日（乙Ａ第１８号証）のうち，４－１電源確保対策

（１６２頁～１７６頁）について，電源に関する規制基準は，本件原発の安全確保

に不十分であることを述べるものである。 
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第１ 新規制基準策定における「確立された国際的な基準」について 

１ 原子力基本法の改正 

  原子力基本法は，福島第一原発事故を経験して，安全の確保については，以下

のとおり，「確立された国際的な基準を踏まえ」て「行うものとする」と改正され

た。 

 

第２条  原子力利用は，平和の目的に限り，安全の確保を旨として，民主的な

運営の下に，自主的にこれを行うものとし，その成果を公開し，進んで国際

協力に資するものとする。  

２  前項の安全の確保については，確立された国際的な基準を踏まえ，国民の

生命，健康及び財産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資するこ

とを目的として，行うものとする。 

 

２ 原子力規制委員会の果たすべき役割 

  原子力規制委員会は，２０１１年３月１１日に発生した東京電力福島原子力発

電所事故の教訓に学び，二度とこのような事故を起こさないために，そして，我

が国の原子力規制組織に対する国内外の信頼回復を図り，国民の安全を最優先に，

原子力の安全管理を立て直し，真の安全文化を確立すべく，設置された（甲Ｃ１

原子力規制委員会「原子力規制委員会の組織理念」

https://www.nsr.go.jp/nra/gaiyou/idea.html）。 

そして，原子力規制委員会設置法は，その目的（第１条）と任務（第３条）に

ついて，以下のとおり定めている。 

 

（目的） 

 第１条 この法律は，平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖

地震に伴う原子力発電所の事故を契機に明らかとなった原子力の研究，開発及

び利用（以下「原子力利用」という。）に関する政策に係る縦割り行政の弊害

を除去し，並びに一の行政組織が原子力利用の推進及び規制の両方の機能を担

うことにより生ずる問題を解消するため，原子力利用における事故の発生を常

https://www.nsr.go.jp/nra/gaiyou/idea.html
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に想定し，その防止に最善かつ最大の努力をしなければならないという認識に

立って，確立された国際的な基準を踏まえて原子力利用における安全の確保を

図るため必要な施策を策定し，又は実施する事務（原子力に係る製錬，加工，

貯蔵，再処理及び廃棄の事業並びに原子炉に関する規制に関すること並びに国

際約束に基づく保障措置の実施のための規制その他の原子力の平和的利用の確

保のための規制に関することを含む。）を一元的につかさどるとともに，その

委員長及び委員が専門的知見に基づき中立公正な立場で独立して職権を行使す

る原子力規制委員会を設置し，もって国民の生命，健康及び財産の保護，環境

の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的とする。  

（任務） 

 第３条 原子力規制委員会は，国民の生命，健康及び財産の保護，環境の保

全並びに我が国の安全保障に資するため，原子力利用における安全の確保を図

ること（原子力に係る製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄の事業並びに原子炉

に関する規制に関すること並びに国際約束に基づく保障措置の実施のための規

制その他の原子力の平和的利用の確保のための規制に関することを含む。）を

任務とする。  

  

  このように，原子力規制委員会は，国民の生命，健康及び財産の保護，環境の

保全並びに我が国の安全保障に資するために，原子力利用における安全の確保を

図ることを任務としているものであり，そのため必要な施策を策定し，又は実施

する事務をつかさどる権限と義務を有しているが，その権限の行使及び義務の履

行は，①東京電力福島原子力発電所事故の教訓に学び，二度とこのような事故を

起こさないようにするために，②原子力利用における事故の発生を常に想定し，

③その防止に最善かつ最大の努力をしなければならないという認識に立って，④

確立された国際的な基準を踏まえて，これを行わなければならない。 

  

３ 確立された国際基準の法的位置づけ 

そして，ここにいう④確立された国際的な基準とは，福島第一原発事故後に日

本が取り入れるべきであったと反省していた海外の基準であり，原発の安全性を

確保するための先進的な海外の基準である。ＩＡＥＡ基準は国際的な基準の最低

限の基準であり，これにとどまらず，その基準を進めてさらに安全性を追求して

いる欧米の基準類，具体的にはＮＲＣ（アメリカ合衆国原子力規制委員会），Ｅ

ＵＲ（ヨーロッパ電力要求），ＷＥＮＲＡ，ＥＮＳＲＥＧ，等の規制要求である。

これらは，欧米で原発を設置する場合にクリアしなければならない要求である。 

そして，④確立された国際的な基準を踏まえることは，原子力利用における安

全の確保を図るために必要な施策を策定するための必須の方法とされており，新
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規制基準策定にあたって，④確立された国際的な基準を踏まえていなければ，そ

のような新規制基準は原子力基本法２条２項に反するものとして違法であり，か

かる違法な基準に基づいてなされる設置許可処分も違法である。 

 

ただし，④確立された国際基準を踏まえることは，①東京電力福島原子力発電

所事故の教訓に学び，二度とこのような事故を起こさないようにするために，②

原子力利用における事故の発生を常に想定し，③その防止に最善かつ最大の努力

をしなければならないという認識に立って要求されるものであり，これらを満た

すために必要な一つの方法として位置付けられているのであるから，④確立され

た国際基準を満たせば，それだけで安全確保を図るための施策として十分となる

ものではない。すなわち，④確立された国際基準を踏まえることは，必要条件で

はあるが，十分条件ではなく，④国際的な基準だけでは不足する場合には，それ

を補う基準の策定並びに基準適合性の審査をすることが原子力規制委員会に求め

られる。 

  

４ 福島第一原発事故の教訓とそれを踏まえた基準策定の必要 

(1) 福島第一原発事故は，未だ事故原因の詳細な究明が出来ていないが，外部電源

（所外電源）及び非常用電源を喪失し（全交流電源喪失），直流電源（バッテリ

ー）も喪失し（全電源喪失），冷却機能が失われ，メルトダウン，メルトスルー

に至ったことは明らかである。 

 

  福島第一原発では，１，２，４号機は津波によって直ちに全電源が喪失した（３

号機は，直流電源は残った）。そして，外部電源復旧までに１，２号機は９日間，

３，４号機は１１日間を要した。５，６号機も，ほとんどの非常用電源は機能喪

失したが，６号機の一部の電源が機能を維持したため，事故に至らずに済んだ。 

 

(2) 福島第一原発事故以前の電源喪失に関する規制は以下のような楽観的な規制

になっていた。すなわち，発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針（以

下「安全設計審査指針」という）では，「短時間の全交流動力電源喪失に対して，

原子炉を安全に停止し，かつ，停止後の冷却を確保できる設計であること」（安

全設計審査指針２７）とされていた。短時間の電源喪失を想定すればよいと規定

した理由は，送電線の復旧又は非常用電源の修復が期待できるからであるとされ，

また，全交流電源喪失の想定時間は明確な根拠もなく３０分とする審査慣行が是

認され，そのうえ，非常用交流電源設備の信頼度が十分高いと判断されれば，設

計上全交流電源喪失を想定しなくてもよいとされていた（安全設計審査指針２７

解説）。さらに全交流電源喪失に加え，直流電源も喪失した全電源喪失は全く想



 

- 5 - 

定されていなかった。 

  福島第一原発事故は，長時間に及ぶ全電源喪失状態が続いた結果，原子炉の冷

却ができず，メルトダウン，メルトスルーに至ったものであり，安全設計審査指

針におけるこの設計方針は明らかな誤りであった。 

 

(3) 原子力規制委員会の発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チームは，

第２回の会合において，福島第一原発事故に関する検証をしたいくつかの報告書

から，電源喪失に関する教訓として得られたこととして以下のような点を纏めて

いる。 

http://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/yuushikisya/shin_anzenkijyun/ 

http://www.nsr.go.jp/data/000050179.pdf 

（甲Ｃ２ 資料２－３ 設置許可基準（シビアアクシデント対策規制に係るもの

を除く）の策定に向けた検討について別紙個表）。 

 なお以下の，「技術的知見」は原子力安全・保安院「東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故の技術的知見について」，「政府事故調」は「東京電力福島

原子力発電所における事故調査・検証委員会」，「原子力学会」は「日本原子力

学会」，「原安委」とは「原子力安全委員会」，「Ｈ２０プロジェクト」は「チ

ームＨ２０プロジェクト 福島第一原子力発電所事故から何を学ぶか」の略称で

ある。 

ア 電源喪失（甲Ｃ２ １１頁） 

① 外部電源及び所内電源設備の同時喪失（ＳＢＯ）において，所定の時間対応可

能な非常用直流電源系が必要（技術的知見） 

② 非常用発電機，高圧電源盤（Ｍ/Ｃ），低圧電源盤（Ｐ/Ｃ）など電気系統の共

通要因故障による一連の被水・水没に対する耐浸水性が必要（技術的知見等） 

③ ＳＡ時などにおける特に重要な計装用の電源が必要（技術的知見等） 

④ 直流電源喪失時などを想定した手順書の整備，社員教育及び必要な資機材の備

蓄が必要（政府事故調等） 

 

イ 電気系統（甲Ｃ２ １２頁） 

① 変電所遮断機故障への対応が必要（技術的知見等） 

② 地崩れ等による鉄塔倒壊，開閉所設備故障による送電停止への対応が必要（技

術的知見等） 

③ 原子炉停止直後に必要な冷却系（ＩＣ，ＨＰＣＩ，ＲＣＩＣ）には直流電源必

要（原子力学会） 

④ 異常伝搬の防止，非常用電源の供用の禁止，単一故障時対応可能なように電気

的・物理的分離（原安委指針改定案） 
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⑤ 東北電力東通原子力発電所において定期検査中に非常用ディーゼル発電機（非

常用ＤＧ）が停止 

 

ウ その他の電源に関する教訓（頁数は，いずれも甲Ｃ２） 

① 開閉所設備故障による送電停止（技術的知見）等（２頁） 

② ディーゼル駆動消火ポンプは，燃料の枯渇，セルモータの地絡等で使用不能（技

術的知見）（３頁） 

③ 女川原子力発電所１号機における高エネルギーアーク放電（ＨＥＡＦ）による

電源盤の火災及び安全系への影響（想定火災の規模拡大及び影響の把握）（３頁） 

④ 所内電気設備，冷却設備，格納容器の除熱機能の位置的な分散の不足（技術的

知見）（５頁） 

⑤ 非常交流電源の冷却方式，水源，格納容器の除熱機能，事故後の最終ヒートシ

ンク，使用済燃料プールへの冷却・給水機能の多様性の不足（技術的知見）（５

頁） 

⑥ ＳＲ弁用のバッテリ。中長期的には，直流電源に頼らない仕組み（Ｈ２０プロ

ジェクト）（８頁） 

⑦ ＳＢＯ時に必ずＵＨＳ喪失となることへの対応（空冷等）（原安委，原学会提

言，Ｈ２０プロジェクト，技術的知見）（１０頁） 

⑧ 制御室の電源，計測系，通信系の喪失（１５頁） 

⑨ 免震重要棟の電源，正圧の確保，放射線防護等について十分な対策が必要（１

６頁） 

⑩ 緊急時における構内通信手段の確保（電源確保，代替手段）（政府ＩＡＥＡ報

告等）（１７頁） 

⑪ 所内の照明の喪失により現場での対策が困難（１７頁） 

⑫ 事故時における計装設備の信頼性確保（電源・予備品）（１８頁） 

⑬ 非常用電源からの供給や専用電源の設置などによるモニタリング機能維持（技

術的知見）（２２頁） 

 

 原子力規制委員会が，これらの自ら抽出した電源に関する福島第一原発事故の教

訓を踏まえて規制基準を策定することは，「東京電力福島原子力発電所事故の教訓

に学び，二度とこのような事故を起こさないために」設置された原子力規制委員会

の組織理念に適うものであり，原子力規制委員会に課せられた義務である。 

 

第２ 電源に関する新規制基準の規定 

１ 発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則にお
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ける電源に関する規定 

(1) 原子炉等規制法４３条の３の６第１項第４号は，発電用原子炉の許可の基準と

して，「発電用原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物

質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものと

して原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであること。」を求め，

これに基づき，発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則（以下「設置許可基準規則」という。）が定められている。 

 

(2) 設置許可基準規則は，電源に関する規定として，第２章設計基準対象施設の項

に全交流動力電源喪失対策設備（１４条）及び保安電源設備（３３条）を，第３

章重大事故等対処施設の項に電源設備（５７条）を規定している。 

  設置許可基準規則１４条が安全設計指針２７．電源喪失に対する設計上の考慮

に対応し，同規則３３条が安全設計指針４８．電気系統に対応するものと解され

る。福島第一原発事故以前の原発の規制は，深層防護の３層までの規制すなわち

設計基準の規制にとどまっており，指針２７．及び指針４８．はいずれも設計基

準としての規制であり，設置許可基準規則１４条及び３３条も設計基準としての

規制である。 

  これに対して，同規則５７条は深層防護の第４層にあたるシビアアクシデント

対策として，新たに規定されたものであり，安全指針類には存在しなかった規制

である。 

  

２ 全交流動力電源喪失対策設備（設置許可基準規則１４条） 

(1) 安全設計審査指針「２７．電源喪失に対する設計上の考慮」では，原子炉施設

は，短時間の全交流動力電源喪失に対して，原子炉を安全に停止し，かつ，停止

後の冷却を確保できる設計であることと規定されていた。 

 

(2) これに対し，設置許可基準規則１４条（全交流動力電源喪失対策設備）では，

短時間という規定を排除して「全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処する

ために必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始されるまでの間，発電用原

子炉を安全に停止し，かつ，発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備

が動作するとともに，原子炉格納容器の健全性を確保するための設備が動作する

ことができるよう，これらの設備の動作に必要な容量を有する蓄電池その他の設

計基準事故に対処するための電源設備（安全施設に属するものに限る）を設けな

ければならない。」と規定されている。 

  そして，同規則の解釈１４条は，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失及び非

常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備えて，非常用所内直流電源設備は，原子
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炉の安全停止，停止後の冷却及び原子炉格納容器の健全性の確保のために必要と

する電気容量を一定時間（重大事故等に対処するための電源設備から電力が供給

されるまでの間）確保できること。」と規定されている。 

  これらの規制は，外部電源及び所内交流電源が喪失した場合，すなわち，全交

流動力電源が喪失した場合には，必要な電力が交流動力電源から供給されるまで

の間，直流電源で必要な電力をまかなうという規定である。 

 

(3) ここで，直流電源設備とは，静止型整流装置（充電器）及び蓄電池で構成され，

直流電源設備は，中央制御室制御盤，現場制御盤，中性子モニタ，プロセス放射

線モニタ，地震計，原子炉水位・圧力計，格納容器圧力・温度計等の各種計装制

御のほか，原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ），高圧注水系（ＨＰＣＩ），非常用

復水器（ＩＣ）等の設備・機器等の直流電動弁等に電力を供給する。外部電源（交

流）又は非常用交流電源が機能している時は，充電器を介して交流を直流に変換

した上で電力が供給されるが，交流電源喪失等の場合は，蓄電池から直接電力（直

流）を供給することになる。（甲Ｃ３原子力安全・保安院「東京電力株式会社福

島第一原子力発電所事故の技術的知見について（とりまとめ）」１４頁 

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/3491887/www.meti.go.jp/press/2011/03/20120328

009/20120328009.html）。 

 原子炉停止直後に必要な冷却系（ＩＣ，ＨＰＣＩ，ＲＣＩＣ）を作動させたり，

原子炉の状況を把握するための中央制御室や各種計装に給電する非常直流電源

は，その後の事故進展を防止・抑制するために死活的重要性がある（甲Ｃ３技術

的知見について（とりまとめ）１７頁）。 

 

(4) 設計基準において，全交流電源喪失時には，非常用直流電源が唯一の電源であ

り，非常用直流電源による必要な電力の確保は，原発の設計において欠かせない

基準である。設置許可基準においては，安全設計指針に比べ，短時間という限定

をつけない全交流電源喪失を想定していること，その場合に必要な容量を有する

非常用所内直流電源設備を確保するものと具体的に規定していることは，設計基

準としての電源設備の増強をはかったものとなっている。 

  しかし，必要な容量が確保されなければ非常用直流電源を備えるといっても名

ばかりとなり，短時間の全交流電源喪失を想定していた不合理な基準と変わりが

ないこととなる。 

  たとえば，福島第一原発３号機は，３月１１日１５時４１分に全交流電源を喪

失したが，直流電源盤が浸水を免れ，３月１３日 ２時４２分まで，３５時間以上

直流電源が維持されていた（甲Ｃ４ 技術的知見 参考資料 表Ⅲ－３－７ 

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/3491887/www.meti.go.jp/press/2011/03/2012032800
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9/20120328009-2.pdf）。 

  （ただし，それでも福島第一原発事故を防ぐことが出来なかった。） 

 

  設置許可基準規則１４条及び同規則の解釈には，非常用直流電源の具体的な時

間の規定がない。福島第一原発事故を踏まえた最低の必要時間を規定すべきであ

り，現状の規定では短時間の限定を外しただけで，未だ不十分な基準にとどまっ

ている。 

 

(5) 以上から，直流電源の必要な容量につき具体的に規定をしていない設置許可基

準規則の解釈１４条１項は不合理なものであり，当該審査基準に基づいてなされ

る設置変更許可処分は設置許可基準規則１４条に反して違法である。 

  そして，このような設置変更許可がなされれば，福島第一原発事故の際と同様，

全交流電源を喪失してＲＣＩＣが起動した場合，同３号機のように数日後にはそ

のバッテリーが枯渇して冷却困難となり，炉心損傷に至って原告に重大な被害を

及ぼすおそれがあり，その権利を侵害するおそれがある。 

 

３ 保安電源設備 

(1) 旧安全設計審査指針４８．電気系統には以下のように規定されていた。 

 

１．重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統及び機器がその機能を達

成するために電源を必要とする場合においては，外部電源又は非常用所内電源

のいずれからも電力の供給を受けられる設計であること 

２．外部電源系は，２回線以上の送電線により電力系統に接続される設計であ

ること 

３．非常用所内電源系は，多重性又は多様性及び独立性を有し，その系統を構

成する機器の単一故障を仮定しても次の各号に掲げる事項を確実に行うのに十

分な容量及び機能を有する設計であること 

(1) 運転時の異常な過渡変化時において，燃料の許容設計限界及び原子炉冷却

材圧力バウンダリの設計条件を超えることなく原子炉を停止し，冷却すること。 

(2) 原子炉冷却材喪失等の事故時の炉心冷却を行い，かつ，原子炉格納容器の

健全性並びにその他の所要の系統及び機器の安全機能を確保すること。 

４．重要度の高い安全機能に関連する電気系統は，系統の重要な部分の適切な

定期的試験及び検査が可能な設計であること 

 

(2) 外部電源（所外電源） 

ア 設計基準規則３３条は，以下のとおり，独立した２回線以上の送電線への接続
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と，回線の物理的分離を要求することで安全性を高めている。 

 

 ３３条４項 

 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも２回線（電力系統と非

常用所内配電設備とを接続する外部電源受電回路を２つ以上設ける事）は，

それぞれ互いに独立したものであること（上流の接続先において１つの変電

所又は開閉所のみに連係して送電線が全て停止することにならないこと） 

 ３３条５項 

 前項の電線路のうち少なくとも一回線は，設計基準対象施設において他の回

線と物理的に分離（同一の送電鉄塔等に架線されないこと）して受電できる

ものであること 

 

イ しかし，上記規定だけでは，福島第一原発事故の教訓を踏まえた規定になって

いない。たとえば，上述のとおり，新規制基準検討チーム第２回会合において指

摘された，イ電気系統①の変電所遮断機故障への対応が必要（技術的知見等），

②地崩れ等による鉄塔倒壊，開閉所設備故障による送電停止への対応が必要（技

術的知見等），ウその他の電源に関する教訓①開閉所設備故障による送電停止に

ついては，これらの対策が設置許可基準に規定されていない。 

 

ウ 原子力安全委員会の「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び

関連の指針類に反映させるべき事項について（とりまとめ）」においては，「５．

１．２外部電源系」の項において，「外部電源系は，現行の重要度分類指針にお

いては，異常発生防止系のクラス３（ＰＳ－３）に分類され，一般産業施設と同

等以上の信頼性を確保し，かつ，維持することのみが求められており，今般の事

故を踏まえれば，高い水準の信頼性の維持，向上に取り組むことが望まれる」と

され，現行の外部電源系に関する重要度分類指針の分類の変更の必要性が指摘さ

れていた（甲Ｃ５「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連

の指針類に反映させるべき事項について（とりまとめ）」原子力安全委員会２０

１２年３月１４日原子力安全基準・指針専門部会 安全設計審査指針等検討小委

員会

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9483636/www.nsr.go.jp/archive/nsc/senmon/shidai

/anzen_sekkei/anzen_sekkei13/ksiryo1.pdf） 

 

エ また，「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見について」

（平成２４年３月２８日原子力・安全保安院）（甲Ｃ３）において，以下のよう

に記述して，外部電源系の信頼性の向上，耐震性の強化が要求されている。 
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 東通，女川，福島第一，福島第二，東海第二の外部電源２２回線のうち，地震

後に電力供給できたのは女川，福島第二の 3 回線に過ぎず，他の１９回線は（工

事中，作業中で停止していた２回線も含め）系統中の電気設備のどこかに地震に

よる損傷が生じ電力供給が停止した。 

 外部電源が喪失した原因は，①変電所における地震動による断路器，避雷器等

の損傷，開閉所設備において民間規格の設計基準を上回ったことや地震動により

損傷した機器の荷重が電線により接続されている機器に加わったことなどにより

損傷した，②送電鉄塔が近傍の盛土の崩壊に巻き込まれて倒壊した，③電線の長

幹支持碍子の損壊が多数発生した，④地震動による避雷器の損傷，一時的な短絡

・地絡等によるトリップと考えられる。 

 対策として１．外部電源系統の信頼性向上，２．変電所設備の耐震性向上，３．

開閉所設備の耐震性向上が挙げられている。（同８～１２頁） 

 

オ また，地震により，福島原発だけでなく，東通原発，東海第二原発，女川原発

の所外電源系に対する重大な影響を与えた状況を検証すると，原因は，鉄塔の倒

壊，絶縁碍子の損傷による地絡，変電施設や開閉所の故障など，所外で生じた事

象も多かったが，所内に設置されている変圧器の内部に充填されている絶縁油が

揺れ，その圧力変動に反応した保護装置（避圧弁，放圧管）の作動によって受電

が遮断されたケースも数多くあった（甲Ｃ６・２頁）。基準は策定されなければ

ならず，外部電源系統に属するものの信頼性向上，耐震性強化についての規定が

存在しなければならない。 

  しかるに，外部電源系は相変わらずＰＳ－３（一般産業施設と同等以上の信頼

性の確保）のままであり，耐震重要度分類もＣクラスのままである。 

 外部電源をＰＳ－３のままに止め置く重要度分類指針及び耐震重要度分類をＣ

クラスに止め置く設置許可基準規則 4 条の解釈別記２第４条２項は，具体的審査

基準として明らかに不合理である。当該審査基準に基づいてなされる設置変更許

可処分は設置許可基準規則３３条及び同規則４条に反するものであり違法であ

る。 

  そして，このような設置変更許可がなされれば，外部電源の信頼度が低いまま

で本件原発が稼働してしまう蓋然性があり，福島第一原発事故の時にそうだった

ように，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失した場合，容易に全交流電源が失

われ，炉心損傷に至って原告に重大な被害を及ぼすおそれがあり，その権利を侵

害するおそれがある。 

 

(3) 非常用電源設備 
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ア 設置許可基準規則３３条７項は以下のとおり，上記指針４８．第３項に対応す

るものである。指針４８．第３項には，抽象的に十分な容量を有する設計である

ことが規定されていただけだったが，規則３３条７項及び同規則の解釈には，以

下のとおり，具体的な容量が規定されている。 

 

 設置許可基準規則３３条７項 

  非常用電源設備及びその附属設備は，多重性又は多様性を確保し，及び独立

性を確保し，その系統を構成する機会又は器具の単一故障が発生した場合であ

っても，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において工学的安全施

設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために十分

な容量を有するものでなければならない。 

設置許可基準規則の解釈３３条７項 

  第７項に規定する「十分な容量」とは，７日間の外部電源喪失を仮定しても，

非常用ディーゼル発電機等の連続運転により必要とする電力を供給できるこ

とという。非常用ディーゼル発電機等の燃料を貯蔵する設備（耐震重要度分類

Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必要な容量以上を敷地内に貯蔵できるもの

であること。 

 

イ この点は，規制基準として実質的内容を有することになったと解される。 

 

ウ しかしながら，福島第一原発事故には，以下のとおり，外部電源が喪失した３

月１１日から復旧までに最短でも３月２０日までの９日間を要した。 

  

 東電原子力線は，東北電力に依頼し３月１５日に予備変電所内の断路器まで充

電後，順次設備の健全性を確認し，その後，予備変電所から，１，２号仮設メタ

クラまでの１．５㎞のケーブルを敷設し，２０日に１，２号機所内電源系に供給

を開始した。 

 送電設備の復旧行為は猪苗代電力所浜通り電力所を中心に進められ，大熊線３

Ｌは，３月１５日夜の森線１Ｌと送電鉄塔上で接続，その後，受電側の移動用ミ

ニクラッド（工務部門設置）に接続し，１８日に充電し，多回路開閉器（配電部

門設置）及び仮設ケーブルを経由し，２２日に３，４号機所内電源系に供給を開

始した。 

 また，夜の森線２Ｌは，倒壊した№２７鉄塔の代わりに双葉線№２鉄塔を経由

した新たな送電ルートで復旧作業を進めるとともに，本設機器（起動用変圧器，

遮断機等）の健全性確認ならびにケーブル敷設を行い，３月２０日に起動用変圧

器まで充電し，２１日に５，６号機所内電源系に供給を開始した（甲Ｃ７東京電
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力平成２４年６月２０日福島原子力事故調査報告書９４，９５頁）。 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu12_j/images/120620j0303.pdf 

  

エ 非常用電源は，外部電源が喪失した場合に機能を発揮し続けなければならない

ものであるから，福島第一原発事故の教訓を踏まえるならば，外部電源喪失は少

なくとも９日間以上を仮定して，非常用電源の容量は９日分以上を備えることが

要求されなければならない。７日分では明らかに不足している。 

 

オ そもそも，非常用電源設備は，これまでに多数の故障を起こしていて，外部電

源が機能しない場合には必ず非常用電源が機能するといえるほどの信頼性に欠け

るものである（甲Ｃ８ニューシアの情報） 

  http://www.nucia.jp/nucia/kn/KnTroubleSearch.do?reSearchFlg=1 

 

カ 設置許可基準３３条７項及び同規則の解釈は，外部電源喪失の場合に非常用電

源が必ず機能する前提で規定されているが，非常用電源の信頼性が乏しい現実を

踏まえれば，非常用電源の容量は７日分では明らかに不足しており，非常用電源

の信頼性を向上させるための規制が必要であるところ，その規制がなされていな

い。この規制がないままでは，非常用電源の容量は７日分では明らかに不足して

おり，設置許可基準規則解釈３３条７項は明らかに不合理であり，かかる審査基

準に基づいてなされる設置変更許可処分は同規則３３条７項に反するものであ

り，違法である。 

  そして，このような設置変更許可がなされれば，本件原発の非常用電源の容量

は９日に満たないまま稼働してしまう蓋然性がある。強い地震動などで外部電源

が全滅した場合，非常用電源だけが頼りになるが，仮に非常用電源が健全だった

としても，外部電源が復旧しないうちに非常用電源が喪失してしまい全交流電源

喪失となってしまう危険性があり，その結果，炉心損傷に至って原告に重大な被

害を及ぼすおそれがあり，その権利を侵害するおそれがある。 

 

４ 重大事故等対処施設としての電源設備の安全性が確保されていない 

(1) シビアクシデント対策として規定された電源設備 

  設置許可基準規則５７条は重大事故等対処施設としての電源設備について規定

したものであり，これまでは深層防護の３層までの規制をすれば原発の安全性は

確保されるとされていたのであるから，あらたに策定された基準である。 

  重大事故等対処施設とは，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故に対

処するための機能を有する施設のことをいう（設置許可基準規則２条２項１１

号）。 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu12_j/images/120620j0303.pdf
http://www.nucia.jp/nucia/kn/KnTroubleSearch.do?reSearchFlg=1
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  設置許可基準規則５７条１項には，以下のように規定されている。 

 

 ５７条１項 

 発電用原子炉施設には，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，

貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を

防止するのに必要な電力を確保するために必要な設備を設けなければならない 

 

 そして，ここにいう「必要な電力を確保するために必要な設備」について，同規

則の解釈第５７条では以下のように規定されている。 

 

ａ）代替電源設備を設けること 

 ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備すること 

 ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること 

 ⅲ）設計基準事故対処設備に対して，独立性を有し，位置的分散を図ること 

ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は，負荷切り離しを行わずに，８時間電気の

供給が可能であること。ただし，「負荷切り離しを行わずに」には，原子炉制

御室又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を

含まない。その後，必要な負荷以外を切り話して残り１６時間の合計２４時間

にわたり，電気の供給を行うことが可能であること。 

ｃ）２４時間にわたり，重大事故等の対応に必要な設備に電気（直流）の供給

を行うことが可能である可搬型直流電源設備を整備すること 

 

(2) 本件原発では，代替交流電源として，空冷式ディーゼル発電機，ガスタービン

発電機，交流電源車を用意し，代替直流電源として１２５Ⅴ非常用区分１と直流

電源車を用意する予定にしているという（甲Ｃ９ 平成２６年１２月１６日付け

工事計画認可申請書の「別紙１ 発電用原子炉施設の基本設計方針」４４頁 

  http://www.nsr.go.jp/data/000086001.pdf ）。 

 

(3) これらは，新たに付加される電源であるので，福島第一原発事故以前よりも電

源喪失の事態を回避する効果が期待されるが，重大事故等対処施設として，福島

第一原発事故の教訓及び国際的な基準を踏まえれば，未だ不十分な規定である。 

 

ア 可搬設備に頼る基準は不十分 

 電源喪失を引き起こすような事態が，例えば，地震，津波等の大規模な自然災害

によるものであった場合，原発の安全性確保を人の積極的活動に期待することは，

http://www.nsr.go.jp/data/000086001.pdf
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自然災害を回避することに必死になっている状況では困難であることが容易に想定

される。東北地方太平洋沖地震による福島第一原発事故，中越沖地震による柏崎刈

羽原発事故は現実に発生したその具体的な例である 

 人の行動を必要とするマニュアルアクションは，事前の想定通りに行かない場合

が生じることはよくあることであり，福島第一原発事故におけるベント操作の失敗，

ＩＣ操作の失敗は，その教訓として十分汲み取る必要がある。 

 津波や地震で敷地や施設が損壊し，さらに何波も津波，何回もの余震が襲う状況

下で，電源が失われた夜に，電源車を電源供給口まで移動させ，接続することが如

何に困難であるかは容易に想像できる。本件原発の代替電源の一つとされている可

搬型電源設備は，福島第一原発事故の教訓を踏まえれば，重大事故等対処施設とし

ての主たる電源とはなりえない。 

 安全性を求めるならば，そのような大規模自然災害の場合を想定して必要な代替

電源は自動的に起動するパッシブな常設の代替電源とするべきである。国際的な基

準として，ＥＵＲ（ヨーロッパ電力要求）では，炉心損傷の兆候後６時間，格納容

器損傷の兆候後２４時間は可搬設備に期待しない設計としなければならないとして

いる（甲Ｃ１０の１ ＥＵＲ Ⅴ．２－Ｃ．１ ８４頁 ＢＢ，その翻訳が甲Ｃ１

０の２）。 

 

 国際的な基準を踏まえるならば，代替電源設備については可搬型設備ではなく，

一次的には常設型設備を要求すべきである。常設型の設備を十分に要求することな

く，初めから可搬型でよいとしている設置許可基準規則の解釈５７条１項は，不合

理なものというほかない。かかる審査基準に基づきなされる設置変更許可処分は，

同規則５７条１項に反するものであり，違法である。 

 そして，このような設置許可基準規則（及びその解釈）が放置されたまま本件原

発につき設置変更許可がなされれば，本件原発について常設型の代替電源設備が用

意されないまま稼働してしまう蓋然性がある。その場合，もし大規模自然災害等で

電源が危機的状況となると，福島第一原発の時と同様，容易に全電源喪失，炉心損

傷に至り，原告に重大な被害を及ぼしてその権利を侵害するおそれがある。 

 

イ 常設電源設備の耐震性が，設計基準対象施設の電源の耐震性と同等で良いとす

る規定 

 常設代替電源設備は，外部電源及び設計基準対象施設の非常用電源が喪失した場

合に稼働することが求められている。従って，自然現象等の共通要因で設計基準対

象施設の非常用電源と同時に壊れてしまうことがあってはならない。 

 しかし，例えば大地震で外部電源及び非常用電源が喪失した場合，常設代替電源

設備が機能喪失しないという前提は，福島第一原発事故以前の安全神話と同じであ
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り，共通要因により，設計基準事故対象施設の電源と重大事故等対処施設の電源が

同時に喪失することがあることを前提にして，共通要因故障をもたらさないように

基準を策定しなければならない。 

 本件原発の工事計画認可申請書によれば，空冷式ディーゼル発電機が常設防止設

備，常設緩和設備に分類され，ガスタービン発電設備が常設防止設備，常設緩和設

備，特定重大事故対処施設に分類されているが，重大事故等対処施設の地震損傷防

止については，設置許可基準規則３９条において以下のように規定されている。 

 

 設置許可基準規則３９条 

 １項 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設は，

基準地震動による地震力に対して必要な機能が損なわれるおそれがないこと 

 ２項 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置さ

れる重大事故等対処施設は，第 4 条 2 項により算定する地震力（代替する機能

を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される

地震力と同等のもの）に十分耐えること 

 ３項 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設は基準地震動

による地震力に対して必要な機能が損なわれるおそれがないこと 

 ４項 特定重大事故等対処施設は，第 4 条 2 項により算定する地震力に十分

耐えることができ，かつ，基準地震動による地震力に対して必要な機能が損な

われるおそれがないこと 

  

 ここで要求されている耐震性は，設置許可基準規則４条で設計基準対象施設に要

求されている耐震性と同等である（設置許可基準３９条の解釈）。重大事故等対処

施設として要求される電源は，設計基準基準対象施設の電源と共通要因故障で同時

に機能喪失してはならないのであるが，これでは設計基準地震動を超える地震動に

より，設計基準対象施設と重大事故等対処施設が共に損傷し機能を果たさなくなる

共通要因故障が起こり，全電源喪失になることを回避できない。 

 外部電源及び非常用電源が大地震で機能喪失した場合でも常設代替電源設備が機

能するように設計するには，その大地震を上回る地震による地震力によっても常設

代替電源設備が損傷しないことを基準とすべきである。 

 設置許可基準規則の解釈３９条１項及び同条２項により，常設耐震重要重大事故

防止設備もそれ以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設も，

基本的に設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類が適用されることになる。

このような規定では，基準地震動を超える地震力によって重大事故のシークエンス

がスタートした時に，これらの重大事故防止設備等が地震力によって機能喪失して

いるおそれがあり，まったく意味を成さないおそれがある。 
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常設電源設備の耐震性が，設計基準対象施設の電源の耐震性と同等で良いとする

設置許可基準規則の解釈３９条１項は，不合理なものというほかなく，かかる審査

基準に基づいてなされる設置変更許可処分は同規則３９条１項に反し，違法である。 

そして，このような設置変更許可がなされれば，本件原発についても基準地震動

を超える地震力に耐えられる重大事故防止設備等が備えられないまま，運転に至っ

てしまう蓋然性がある。そのような状態で激烈な地震動が本件原発を襲った場合，

設計基準事故対処設備も重大事故防止設備等も同時に機能喪失し，炉心損傷や放射

性物質の環境中への放出も防止できないおそれがあり，原告に重大な被害が及んで

その重要な権利が侵害されるおそれがある。 

 

ウ ３系統目の猶予 

 設置許可基準規則５７条２項及びその解釈では，前項の電源が喪失した場合に備

えて所内常設直流電源設備(３系統目)を設けることと規定しておきながら，現在の

規制委員会は，「更なる信頼性向上」のためであるので，その設置を新規制基準の

施行日から５年間猶予するものとしていた。 

 この３系統目は，必要な電源の多重性として議論され，要求事項にされたもので

ある。それにもかかわらず５年間の猶予を認めることは，それが出来るまでは，そ

の電気系統分の安全性が不足していることを認めることである。 

 さらに，その後，原子力規制委員会は，５年間の猶予の始期を，「新規制基準の

施行日」から，審査に時間がかかることを理由にして「工事計画認可審査が通って

から５年」に変更をした（甲Ｃ１１平成２８年１月１２日の設置許可基準規則等の

一部を改正する規則 http://www.nsr.go.jp/data/000136200.pdf ）。 

 

 設置許可基準規則５７条２項及びその解釈の所内常設直流電源設備(３系統目)の

設置について猶予を設ける原子力規制委員会の前記変更は，不合理なものというほ

かなく，かかる運用に基づく適合性審査には過誤，欠落があるから，これによる設

置変更許可処分は，設置許可基準規則５７条２項に反し違法である。 

 そして，このような設置変更許可がなされれば，本件原発につても所内常設直流

電源設備（３系統目）が設けられないまま運転開始に至ってしまう蓋然性がある。

その際に福島第一原発事故の時と同様，多くの電源設備が同時に失われる状況にな

った場合，バックアップの直流電源がないため，やはり全電源喪失になってしまい，

短時間のうちに炉心損傷に至るおそれがある。その場合，原告に重大な被害がおよ

び，その重要な権利が侵害される危険性がある。 

 

以上 

http://www.nsr.go.jp/data/000136200.pdf

